





























































































































































































































































































（出所）財団法人アジア太平洋研究所（2012） 第 4章 表 12 （p.15）。
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内）を示したものである。これからは、県内の
各地域によって収支のパターンが異なり、「強み」
も異なることがわかる。神戸市では、「飲食料品」
が最も大きな黒字でその「強み」を発揮している。
阪神地域は、「電子部品」や「不動産」、「教育・研究」
での黒字が目立つ。「教育・研究」の黒字は阪神
地域には有力な大学や高校などが集積しているこ
とが背景にあり、兵庫県の各地域の中で黒字を示
しているのは阪神地域のみで、他地域ではすべて
赤字となっている。また、東播磨地域では「鉄鋼」
（出所）『平成 22年兵庫県内地域間産業連関表』より作成。
図表 12　レオンチェフ逆⾏列列和の地域別構成比（神戸市）
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（出所）『平成 22年兵庫県内地域間産業連関表』より作成。
図表 13　レオンチェフ逆⾏列列和の地域別構成比（⻄播磨地区）
や「一般機械」の黒字が大きい。西播磨地域も「鉄
鋼」の黒字が飛び抜けている。但馬地域ではほと
んどの産業で赤字となっており、黒字の産業でも
その幅は小さい。丹波地域では「化学製品」の黒
字が大きい。淡路島地域ではほとんどの産業で赤
字であるが、「農林業」は黒字であり、「農林業」
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（出所）『平成 22年兵庫県県内産業連関表』より作成。
図表 14　兵庫県各地域の産業別域際収支（県外）
が黒字であるのは兵庫県各地域の中で淡路地域の
みである。
Ⅴ .　地域間産業連関表の可能性
　本稿では、これまでに作成された地域間産業連
関表をもとに、主に域際収支を中心に地域間交易
状況の分析を行った。様々な地域間産業連関表を
用いることによって地域間の交易を浮き彫りにす
ることができ、経済波及効果も一方通行ではない、
相互波及の影響もとらえることができる。地域間
産業連関表は地域経済の分析にとってきわめて重
要なツールであるとあらためて確認できる。
　本稿で取り上げた地域間産業連関表は、2018年
5） 経済産業省の平成 17年（2005年）地域産業連関表は、2009年に公表されている。
初頭において最も新しい表を取り上げている。し
かし、兵庫県内地域間産業連関表が 2010年表で
あることを除き、その他の表は 2005年表となっ
ている。地域間産業連関表は地域内産業連関表を
ベースに作成される。地域内表の作成にはおおよ
そ 4年を要するため、地域間表の作成にはさらに
時間を要する。しかし、本稿で取り上げた地域間
表は従来通りのスケジュールであれば、すでに新
しい表が公表されているはずである 5）。その背景
には、経済産業局の管轄地域を対象とする地域産
業連関表が作成されなくなり、それに伴い各地域
ブロック表を接続した全国地域間産業連関表も作
成されなくなったことが背景にあり、そのことの
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影響はきわめて大きい。全国地域間産業連関表が
作成されなくなり、それを活用した分析は不可能
になり、各ブロックの地域産業連関表が作成され
なくなったことにより、本稿で取り上げた大阪府
地域間産業連関表（大阪府、他近畿、近畿外）の
ような 3地域間表を作成することも不可能となる。
また、各地域ブロックを対象とする地域産業連関
表の作成を取りやめたことによる各県の地域産業
連関表の作成への影響もきわめて大きいものと考
えられる。地域ブロック表は全国表と並んで各都
道府県産業連関表のベンチマークとなっており、
それを失うことを意味する。また地域産業連関表
にとって移出入の推計精度はきわめて重要である
が、地域ブロック表の移出入に関する情報を利用
できなくなり、推計精度に大きな問題が発生する
ことが予想される 6）。とりわけ適当な指標の無い
サービス業の推計精度に大きな影響を与えるであ
ろう。
　上に述べたように地域間産業連関表及びその
ベースとなる地域産業連関表は地域経済の分析に
とってきわめて有用なツールであり、その重要性
はさらに高まっている。しかし、経済産業省の地
域産業連関表の作成中止は、これまで様々な主体
で作られていた多くの地域間表を作成中止に追い
込むだけでなく、都道府県表そのものの推計精度
の点でもダメージが大きいと考えられる。地域に
おける政策決定はデータ分析によるエビデンスを
判断材料として行われるべきである。そのための
インフラともいうべき地域間産業連関表、地域産
業連関表作表を支える環境を確保していくことの
重要性を強調してもしすぎることは無いであろ
う。また、近年、注目を集めているいわゆる「ビッ
グ・データ」の蓄積は、個別の家計・個別企業の
情報にアクセスできる可能性を高める。産業連関
表作成においてもそうしたデータを活用した推計
精度の向上も今後の課題といえよう。
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